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第１ 監査の請求 

１ 請求人 

（ 住 所 省 略 ）   吉田 省三 

（ 住 所 省 略 ）   徳永 隆行 

 

２ 請求日 

平成30年9月14日 

 

 ３ 措置請求書 

【1】請求の要旨（原文） 

公正取引委員会（以下「公取委」）は、2018年8月24日、株式会社ふくおか

フィナンシャルグループ(FFG)による株式会社十八銀行の株式取得計画につい

て、1000億円弱の債権譲渡を中心とする問題解消措置をとることを条件として

当事会社の経営統合を承認した。公取委が統合を認めたことについて、金融庁、

地元政財界等からの公取委に対する働きかけと公取委の独立性を疑問視する報

道もある。長崎新聞は統合承認の解説に「外堀埋められた公取委」(2018年 8

月25日)と見出しをつけ、池上彰氏も、朝日新聞のコラム「新聞ななめ読み 地

銀の経営統合承認・公取委の独立性大丈夫？」（2018年8月31日付）において

安倍晋三首相が議長を務める「未来投資会議」での議論をとりあげている。公

取委に対する様々な圧力がある中で経営統合に関する長崎市長を会長とする長

崎県市長会の公取委に対する要請も公取委に影響を与えてきた。 

 長崎市長は、公取委が審査中の案件である FFGによる株式会社十八銀行の株

式取得計画に関し、2018年3月23日、公取委を訪れ、経済取引局長に面会し、

経営統合の容認を求めた委員長宛の要請書【資料1】を提出した。この要請は、

文面及び内容ともに単なる陳情行為ではなく、職権行使の独立性が保障されて

いる公取委に対する違法な働きかけであることから、くらしと地域を考える長

崎市民の会（以下「市民の会」）は、2018年 5月 7日、その撤回を求めるよう

申し入れた【資料2】ところ、長崎市長は、市民の会の上記申し入れに対する5

月24日の回答【資料3】において、要請は、陳情行為であり、不当な圧力では

ないと反論し、要請を撤回する等の是正措置は取られなかった。しかし、委員

長宛の要請の文面は、「一日も早い経営統合の実現に向け、前向きな審査」を求

めているのであり、「実情を述べて善処を要請する」という一般的な陳情行為と

は次元の異なる別個の行為であり、不当な圧力そのものであり、明白に違法で

ある。 

本件措置請求は、長崎市長の違法な行為について、地方自治法第 242条第 1

項にもとづき、上記違法の是正を求めるとともに、違法な活動のために支出さ

れた不当な公金の支出の補填を求めるものである。 
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公取委に対する長崎市長の要請は、以下の観点から問題点を指摘することがで

きる。これらの論点から当然に長崎市の要請は、一般的陳情とは全く次元の異

なる行為であり、違法で不当な圧力であることが導かれる。 

 

独占禁止法上の違法性 

 (1)市長要請は、公取委の職権行使の独立性を侵害し、独占禁止法28条に反す

る 

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(1947年法律54号、以下「独

占禁止法」)は、第 28条において公取委の委員長及び委員に独立して職権を行

うことを求めている。独占禁止法28条が、直接の名宛人として委員長及び委員

に独立して職権を行使する義務を課していることの効果として、外部の第三者

には、公取委の職権行使の独立性を尊重し、委員長及び委員に対し不正な働き

かけをしないことを求めていると言える。独占禁止法28条のこの解釈は、同法

の代表的な注釈書(根岸哲編『注釈独占禁止法』有斐閣、2009、610頁)のもの

でもあり、この解釈が学説、実務ともに定説である。この理解にもとづいて、

埼玉土曜会贈収賄事件等の一部の例外的事件はあったとしても、公取委の職権

行使の独立性は、それなりに尊重されてきた。同法制定以来、自治体首長が、

当該自治体に所在する企業に有利な職権の行使を求めて公取委に要請をするよ

うなことはなかった。それだけに、銀行の経営統合に関する長崎市長の公取委

への要請は、「自治体が企業の統合に関して公取委に要請するのは異例」(読売

新聞)と報道され、市民を驚かせた。長崎市長の要請は、法律に違反し法慣行を

やぶる違法な要請である。長崎市長は、同日、金融庁に対しても同旨の要請を

行っている【資料4】。しかし、業界と密接な関係を有する行政機関である金融

庁に対する要請と異なり、独立行政機関である公取委に対する要請は、その独

立性を尊重した一定の謙抑的対応が求められる。 

 

(2)市長要請は、独占禁止法の目的に反する競争制限状態の出現を要請している 

公取委は、独占禁止法「1条の目的を達成することを任務」（独占禁止法 27

条）として設置されている。長崎市長の公取委に対する要請は、公取委にこの

目的を達成する職責を放棄させる働きかけであった。独占禁止法の目的につい

て最高裁は、「公正かつ自由な競争」の維持という直接目的及び「国民経済の健

全で民主的な発展」を究極目的と判示している(最高裁、1984年 2月 24日)。

公取委は、上記目的を達成するため、もし企業結合等を手段として、公正かつ

自由な競争を制限することとなる状態の出現を企図する計画があれば、競争制

限を未然に防止しなければならない職責がある。公取委は、すでに、本件統合

事案の一次審査において問題解消措置がとられなければ競争の実質的制限とな

るという判断をしめていたのであるから、本事案について、当事行から問題解

消措置の申出がない時点において、長崎市長が、要請書の文面のように「一日

も早い経営統合の実現」を要請することは、公取委にその任務である競争を実
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質的に制限することとなる経営統合の審査の中止又は放棄を求め、職責に反し

ても統合を早期に承認するように働きかけ、公取委に設置の目的に反する判断

をすることを求めるものであり違法性を免れない。 

 

(3)公取委の審査中の案件に関する要請は、陳情行為ではなく、違法な働きかけ

である 

長崎市の市民の会への回答【資料3】は、長崎市長の公取委に対する要請は、

不当な圧力ではなく、「長崎県の実情を述べて善処を要請した」陳情行為である

と弁明している。たしかに公取委のような独立行政委員会も行政機関であるか

ら、公取委にたいする一切の陳情行為が否定されるわけではない。しかしなが

ら公取委は、職権行使の独立性が保障された行政機関であるとともに準司法的

機能及び準立法的機能を与えられている。これらの権限のうち、審査機能、準

司法的機能については、最もその独立性が保障されるべき機能であり、本件は

その審査機能に関する要請であり、しかも審査中の案件に関するものである。

裁判所によれば、「『陳情』行為とは、実状を述べて、公的機関に物事をうまく

処置するように強く請い求める行為にとどまる」、それに対して、働きかける行

為は、「相手にこちらの望むような行動を起こさせるため、積極的に活動する行

為、すなわち、何らかの影響力を及ぼして相手に自己の思うとおりの行動をさ

せようとする行為」(埼玉土曜会贈収賄事件・東京高裁判決、2001年4月25日)

である。この東京高裁の判示によれば、長崎市長の要請は、公取委に、本件企

業結合を承認させるために、長崎県市長会としての意思形成を図る等積極的に

活動し、長崎市長および長崎県市長会としての影響力を行使し、公取委に「一

日も早い経営統合の実現」を承認するようにしたのであり、まさに働きかけと

いえるものである。 

 

(4)長崎市長・長崎県市長会は、政府与党幹部に劣らない影響力を有する 

八幡・富士製鉄合併事件、埼玉土曜会贈収賄事件等過去の諸事件において、

政府与党幹部は、立法権及び公取委に対する人事権、予算編成権を背景として、

独立行政機関である公取委に違法、不当な影響力を行使してきた。政府与党幹

部のような権限を欠く自治体の首長は、一般的には公取委に対する影響力を持

たないといえる。しかし、本件の地方銀行の統合のような事件においては、自

治体首長も地域の経済・産業との関連から一定の影響力を有することがある。

核兵器廃絶の運動等において国内外において著名である長崎市長を会長とする

13人の市長の連名による経営統合容認の要請は、あたかもそれが本件に関する

県内の世論を代表する見解であるような外観を呈することにより公取委にそれ

なりの影響をあたえた。このことは8月24日の公取委による経営統合の承認後、

FFG社長が、公取委の承認は、長崎県市長会等地域の支援のおかけであるとい

うコメントを出したことによっても理解できる。 

独占禁止法は、第45条で、一般市民の公取委にたいする申請権と、書面による
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申請については、公取委の回答を義務づけている。長崎市長が、独占禁止法第

45条に基づく申請ではなく、直接の面会を求めた行為自体が、影響力を行使し

ようとする姿勢のあらわれたものである。 

 

(5)公取委の長崎市への回答は、公取委の抗議である 

長崎市の市民の会の申入れにたいする回答において、長崎市長が「長崎県の

実情を述べて善処を要請した」ことに対して、公正取引委員会から「中小企業

が結果的に不利益を被ることがあってはならないため、経営結合審査について

は、法律と実態に基づき判断する。」との口頭での回答を得たと説明している。

しかし、長崎市の要請には、その文面からみる限り説得的な長崎の実情の説明

は見られない。銀行の業績の悪化→金融サービスの維持の困難→地域経済の衰

退という説明があり、そうならないように経営統合に前向きな審査をという文

脈になっている。それは、実情というよりは、情実に訴える非論理的、非法的

な説明であって、その陳情の質の低さに驚かされる。公取委が「法律と実態に

基づき判断する」というのは、回答ではなく公取委が長崎市長の違法な圧力に

屈することはないという姿勢の表明であり、長崎市長の違法な情実陳情に対す

る公取委としての抗議であったことを理解すべきであった。 

 

市民の代表者としての不当性 

 (1)長崎市長の公取委に対する要請は、反競争的風土を助長する 

長崎市長の要請は、公取委に対し、経営統合の当事者である県内の特定企業

に有利な職権行使をすることを求めるものであった。公取委の職権行使の独立

性に関する法的慣行をやぶり、その結果、地域の金融市場の健全な発展を阻害

することとなり、長崎市の反競争的風土と競争政策に関する法的リテラシーの

欠如を全国に宣伝することとなった。自治体首長が、前代未聞ともいえる公取

委にたいする不当な働きかけをしたことは、長崎市及び長崎市民の名誉を著し

く傷つけた。 

 

(2)公取委要請は、市民すべての代表者としての首長にふさわしくない行為であ

る 

自治体首長が、公取委に対して特定の大企業だけに有利な職権行使を求める

ことは、大企業だけでなく小規模企業、中小企業、労働者、消費者の代表でも

ある首長の行為としては、公平な行為ではない。とくに今回の統合案件で公取

委は、中小企業向け貸出しの取引分野での競争制限を問題にしていたのである

から、「長崎の実情を述べて善処を要請」するというのであれば、まず中小企業

の状態こそを問題にすべきであった。「中小企業が結果的に不利益を被ること

があってはならない」という長崎市長の要請にたいする公取委の口頭による回

答は、このことを競争政策の観点から述べたものである。 
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違法な公金の支出 

長崎市長の公取委に対する要請は、公取委の独立性への尊重を欠いた違法不

当なものであり、そのための費用は不当な公金の支出であり、市に補填すべき

ものである。長崎市に公取委に対する出張記録の情報公開を請求したところ、

当該資料は、公開の対象となっていないとの回答があった【資料5】。上記回答

は、市長が、中華人民共和国駐日本国大使館との友好交流会に出席したついで

に、公取委への要請を行ったため別個に出張記録はないという。その後公開さ

れた中華人民共和国駐日本国大使館との友好交流会出席への旅費額計算書【資

料6】によれば、旅費の合計額は、117,680円である。日程は、宿泊を伴い3月

23日から翌24日にわたっている。宿泊は、3月23日18時30分から20時30

分にかけて予定された中華人民共和国駐日本国大使館との友好交流会への出席

のために必要なものと考えられる。そうだとすると3月23日の公取委への要請

に要した費用は、旅費合計額117,680円から、宿泊料・滞在手当17,000円及び

2日目の日当3,300円を差し引いた97,380円となり、この金額が本件における

違法な支出と考えられる。複数の出張先がある場合の費用は、もし単独で出張

するとすれば必要な旅費額を想定することは不合理ではない。本件において違

法に支出され長崎市が被った損害額 97,380円を補填するために長崎市長に返

還請求の措置を講ずることを請求する。 

 

４ 事実証明書 

本件請求の事実証明書として、次の資料が措置請求書に添えて提出された。 

【資料 1】公取委委員長宛、長崎県市長会「株式会社十八銀行と株式会社ふく

おかフィナンシャルグループの経営統合について（要請）」（2018年

3月23日） 

【資料 2】くらしと地域を考える長崎市民の会「審査中案件への長崎県市長会

の要請は、公取委の職権行使の独立性への不当な圧力であるため撤

回を申し入れる」（2018年5月7日） 

【資料 3】長崎県市長会「申し入れ書への回答について」（2018年5月24日） 

【資料 4】金融担当大臣宛、長崎県市長会「株式会社十八銀行と株式会社ふく

おかフィナンシャルグループの経営統合について（要請）」（2018年

3月23日） 

【資料 5】長崎県市長会「情報公開請求について（回答）」（2018年6月22日） 

【資料 6】長崎市長旅費額計算書（2018年3月23日） 
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第２ 請求の受理 

本件請求は、地方自治法（以下「法」という。）第242条に規定する要件を具備

しているものと認め、平成30年9月21日に受理した。 

 

第３ 監査の実施 

１ 監査対象事項 

措置請求書に記載されている事項、これに添付された事実証明書及び請求人の

陳述により、本件請求の要旨を次のように解し、違法、不当な行為があるか否か

について監査を実施した。 

 

⑴ 指定された職員  

長崎市長 

 

⑵ 請求人が違法、不当と主張する内容及び求める措置 

「第１ ３ 措置請求書」の「【1】請求の要旨」と同じ。 

なお、措置請求書中、単に長崎市長と記載されているものは長崎県市長会会

長としての長崎市長であること及び違法の是正とは公正取引委員会への要請に

対する違法の承認であることを請求人の陳述の際に確認している。 

 

２ 監査の対象部局 

秘書課、総務部（人事課）、文化観光部（国際課） 

 

３ 証拠の提出及び陳述の機会の付与 

法第242条第6項の規定に基づき、平成30年10月2日に新たな証拠として、

(1) 筑波ロー・ジャーナルの論説（抜粋）、(2)「行政指導とカルテル（新潟タク

シー事件）」に係る裁判例の解説（東京高裁平成28年9月2日判決）及び(3)新潟

県知事が公正取引委員会に提出した要望書の各写しが請求人から提出され、受領

した。また、平成30年10月4日に請求人に対して陳述の機会を付与し、請求人

2人が出席した。 

なお、陳述は新たな証拠に基づき行われ、その概要は次のとおりである。 

 

独占禁止法第28条は、第三者が公正取引委員会に対し違法、不当な働きかけを

しないことを求めており、この解釈が学説として定説であり、裁判所も支持して

いる。(1)の証拠には、ＧＨＱ、首相、政府与党、与党の幹部や衆議院議員等が公
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正取引委員会に働きかけを行った 5件の事件が掲載されているが、自治体の首長

による公正取引委員会に対する働きかけの事例は皆無である。 

(2)の証拠にある新潟タクシー事件とは、タクシー特措法による自動認可運賃の

下限が 10％から 5％に引き上げられたことを契機として、新潟交通圏のタクシー

業者が下限を 5％にするという合意を行ったことに対し、公正取引委員会が不当

な取引に該当するとし、排除措置命令と課徴金納付命令を出した。これを不服と

して事業者が審判請求を行い、審判がほぼ終わった2014年12月に審決案を提示

した。審決案が提示された段階で、新潟県知事の要望書（(3)の証拠）が出された。

しかし、審決案どおりの審決が2015年2月に出されたため、それを不服として事

業者が、審決取消訴訟を起こした事件である。 

東京高裁は、この請求を棄却する判決を2016年9月に行っている。この事件の

審判中に、新潟県知事が公正取引委員会に要望書を出して審決に影響を与えよう

としたことは、独占禁止法第28条に違反するような違法な働きかけであったとい

える。この事件が起こったのは(1)の論文が書かれた後であり、現時点でこの論文

が書かれていれば、新潟タクシー事件、あるいは今回の長崎市長の要請が公正取

引委員会に対する不当な働きかけの事例として取り上げられることになると考え

る。 

ところで、新潟県の要望書と今回の長崎県市長会会長による公正取引委員会へ

の要請を比較してみると、新潟県知事の場合は、添付資料もあり、本文中でも地

域の実情として、タクシーの事業者が規制緩和によって倒産してしまい、失業者

がたくさん出ている、タクシー労働者の賃金の水準が非常に低いなど、こういう

地域の実情を説明している。また、文面についても「今般の審決にあたりまして

は、以上について、十分斟酌いただきますようお願い申し上げます。」と慎重な言

葉が選択されているが、長崎県市長会会長の要請の場合は、事実証明書の【資料

1】のとおり、内容、形式ともに新潟県知事の要望書にあるような配慮はなされて

おらず、1日も早い実現を要望している。 

なお、本件請求と類似した住民監査請求について、過去に長崎市監査委員の判

断が行われた事例がある。それは2015年4月7日に監査報告が出された「ＭＩＣ

Ｅ施設建設にかかわる出張旅費の返還を求める」という案件である。この監査請

求は棄却されているが、その中で注目すべき判断が示されている。それは、法第

242条による監査請求は財務会計上の行為に限られるが、財務会計上の行為と密

接な関係を有し、その前提もしくは原因となるような財務会計上の行為ではない

ものがある場合は、これも対象として判断する必要があり、非常に狭い意味での

財務会計上の行為に監査の対象が限られないという判断である。 
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監査委員の構成は変わっているが、もしこの判断の枠組みが今回も踏襲される

とすれば、財務会計上の行為である旅費の支出の原因となる事実である出張、そ

れ自体も監査の対象になると考える。本件請求の主張である原因となる事実、出

張の違法性について、形式的ではなく自主的な判断が行われることを要望する。 

 

４ 関係職員の陳述及び関係書類の提出 

平成30年10月4日に秘書課長、総務部長、人事課長、文化観光部長及び国際

課長から陳述の聴取を行った。その際、法第242条第7項の規定に基づき、請求

人2人が立ち会った。 

また、秘書課から平成30年3月23日及び24日の市長の行動記録、長崎県市長

会の㈱十八銀行及び㈱ふくおかフィナンシャルグループの経営統合に係る要請に

ついての決裁文書の写し、国際課から中華人民共和国駐日本国大使館との友好交

流会への出席に係る一連の書類の提出を受けた。 

主な陳述内容は次のとおりである。 

 

⑴ 秘書課の陳述内容 

ア 市長の出張について 

一般的な市長の出張に際しては、出張の目的や内容、他の公務との優先順

位などを踏まえた調整を行ったうえで、出張すべきと判断した用務について、

用務を所管する所属で出張命令を起案し、予算担当所属及び秘書課への合議

を行っている。また、決裁後は、予算担当課で支出の手続きを行う。 

予算科目や担当所属が異なる２つ以上の用務で出張する場合は、旅費に係

る支出の重複を避けるため、あらかじめ用務を所管する所属間で協議を行い、

負担すべき行程を定めたうえで、当該行程に応じた旅費を按分するなどの運

用を行っている。ただし、用務の内容によっては、一所属で負担する場合も

あり、例えば主目的となる用務に附随して行う、面談、挨拶又は施設の視察

などについては、主目的を所管する所属のみで旅費を負担する場合もある。 

なお、出張命令については、各用務を所管する所属で起案を行うか、ある

いは所管が異なる用務をまとめて一所属で起案する場合もある。また、市長

が市長会の用務のみで出張する場合の予算担当所属は秘書課であり、秘書課

において旅費を支出する。 

 

イ 公正取引委員会への要請に係る経緯について 

長崎県市長会から、既に出張が決定していた中華人民共和国駐日本国大使
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館との友好交流会出席までの時間で、公正取引委員会との日程が確保できた

ため、長崎県市長会会長である長崎市長から要請を行うこととしたい旨の連

絡を受け、行程等の確認を行った結果、当該要請は可能と判断し出張を命令

した。 

 

⑵ 文化観光部の陳述内容 

ア 中華人民共和国駐日本国大使館との友好交流会への出席のための出張に係

る旅費の支出について 

中華人民共和国駐日本国大使館との友好交流会については、例年だと１月

頃に開催され、一県で大使館と共催して実施しているのは長崎県だけである。

過去の実績は、平成28年度が市長代理として加藤副市長、平成29年度は市

長が出席と、できるだけ首長の出席が出来るよう調整している。 

平成29年度の友好交流会についても、まず長崎県から案内があり、秘書課

を通じ市長の出欠の意思確認を行い、その後出張命令書を作成した経緯があ

る。しかし、同出張日程において、公正取引委員会への要請を行うことは把

握していなかった。 

 

⑶ 総務部の陳述内容 

ア 複数の目的で出張する場合の旅費等の取り扱いについて 

職員が２つ以上の用務で出張する場合の旅費の按分等に係る規定は定めて

おらず、また、現状として確認も行っていない。旅費の運用方法について、

特に明文化されたものはないため、今後、マニュアル化等について検討して

いく。 

 

５ 関係人からの書類の提出 

長崎県市長会から、長崎県市長会会則、長崎県市長会情報公開規程、長崎県市

長会役員名簿及び㈱十八銀行及び㈱ふくおかフィナンシャルグループの経営統合

に係る要請についての決裁文書等の提出を受けた。 
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第４ 監査の結果 

１ 事実関係の確認 

⑴ 全国市長会について 

全国市長会は法第263条の3の規定に基づき全国の市長をもって組織され、

全国各市間の連絡協調を図り、市政の円滑な運営と進展に資し、地方自治の興

隆繁栄に寄与することを目的としている。 

全国の9地域 （北海道、東北、北信越、関東、東海、近畿、中国、四国、九

州）に支部が置かれ、支部内各都市間の連絡等にあたっている。また、都道府

県ごとに市長会が置かれ、都道府県内各都市間の連絡等にあたっている。 

 

⑵ 長崎県市長会について 

長崎県市長会の概要については次のとおりである。 

ア 目的 

長崎県内各市（１３市）間の連絡協調を図り、市政の円滑なる運営と進展

に資し、もって地方自治の発展に寄与すること。 

 

イ 事業 

上記の目的を達成するため、次の事業を実施。 

・政務活動 都市行財政推進のための重要事項及び諸課題に対処するた

め、国及び県等に対し要望・提案活動等 

・市長会議及び副市長会議の開催 

・市政に関する関係機関との連絡調整 

・法令外負担金等の審査 

・その他本会の目的を達成するために必要な事項 

 

ウ 所在地  

長崎市栄町４番９号 長崎県市町村会館４階 

 

エ 役員 

会長 １名 副会長 ２名 監事 １名（役員の任期は１年） 

長崎県市長会役員名簿（H30.9.1現在） 

市 名 市 長 名 備 考 

長崎市 田上富久 会長 

佐世保市 朝長則男 副会長 
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島原市 古川隆三郎 監事 

諫早市 宮本明雄 副会長 

大村市 園田裕史  

平戸市 黒田成彦  

松浦市 友田吉泰  

対馬市 比田勝尚喜  

壱岐市 白川博一  

五島市 野口市太郎  

西海市 杉澤泰彦  

雲仙市 金澤秀三郎  

南島原市 松本政博  

 

オ 要望・提案活動 

長崎県市長会の主な活動として、国、県等に対する要望・提案活動を行っ

ている。これは、国や県の施策、予算に関して都市の意見を反映させること

を目的としており、各市からの要望・提案事項の取りまとめ及び国・県等へ

の提出を年２回定期的に行っている。また、必要に応じ随時要望・提案活動

を行っている。 

 

カ 長崎県市長会会則（抜粋） 

（名称） 

第１条 本会は、長崎県市長会という。 

（組織） 

第２条 本会は、長崎県内各市の市長をもって組織する。 

（目的） 

第３条 本会は、長崎県内各市間の連絡協調を図り、市政の円滑なる運営

と進展に資し、もって地方自治の発展に寄与することを目的とする。 

（事務所） 

第４条 本会の事務所は、長崎市に置く。 

（役員） 

第５条 本会に次の役員を置く。 

会 長  １名 

副会長  ２名 

監 事  １名 

―中略― 
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（経費） 

第１２条 本会に要する経費は、各市の負担とする。 

 

⑶ 長崎県市長会として公正取引委員会に対する要請の決定について 

平成30年3月20日付決裁文書、「㈱十八銀行及び㈱ふくおかフィナンシャル

グループの経営統合に係る要請について（伺）」において、公正取引委員会への

要請を決定している。決裁文書には、次のように記載されている。 

㈱十八銀行及び㈱ふくおかフィナンシャルグループの経営統合について

は、基本合意から２年が経過しているが、公正取引委員会における企業結

合審査は現在も継続中であります。 

人口減少や長引く低金利環境等により、地域社会を取り巻く環境は大き

く変化しており、長崎県においても官民問わず様々な動きをしております。 

今回の経営統合の動きもその一つであり、日々の住民生活はもとより地

方創生の観点から地方自治体にとっても地域経済を活性化し、個性豊かで

活力に満ちた社会を構築するためには、地域密着で地元企業を育てる健全

で持続可能な金融機関の存続は不可欠であります。 

つきましては、長崎県市長会として、金融庁に対し、別紙（案１）のと

おり、また公正取引委員会に対し、別紙（案２）のとおり、要請してよい

でしょうか。 

なお、本件については、各市市長の了解を得ていることを申し添えます。 

注 別紙（案１）は、措置請求書に添付されている資料４、別紙（案２）は同

請求書に添付されている資料１である。 

 

⑷ 中華人民共和国駐日本国大使館との友好交流会について 

平成30年3月吉日付で長崎県知事及び長崎県日中親善協議会会長から中華人

民共和国駐日本国大使館との友好交流会への参加の案内を受け、平成30年3月

16日付決裁文書、「会議等対応について（伺）」において、平成30年3月23日

（金）18時 30分から 20時 30分まで、中華人民共和国駐日本国大使館（東京

都港区元麻布3-4-33）にて開催される友好交流会に市長が出席することを決定

している。 

なお、出席予定者は、中国側が駐日中国大使、駐日中国公使及び駐長崎総領

事ほか、長崎県側が長崎県知事、長崎県議会議長、関係市町長、長崎華僑総会、

県内経済団体、県内企業、県内大学及び県内友好団体関係者ほかとなっている。 



 - 13 - 

⑸ 市長の行動記録及び出張旅費について 

平成30年3月23日及び24日の出張に係る行動記録及び支出した出張旅費の

明細は次のとおりである。 

日付 時間・経路 旅費金額 備  考 

3月23日 

市役所⇒長崎空港 
 

公用車移動 

長崎空港⇒羽田空港 

13：55～15：35 
46,100 航空機 

 
490 移動運賃 

17：00～17：10     

公正取引委員会への要請 

場所：公正取引委員会（千代田区霞ヶ関1-1-1） 

対応者：経済取引局長 

17：30～17：40  

  

  

  

金融庁への要請 

場所：金融庁 

（千代田区霞ヶ関3-2-1中央合同庁舎第7号館） 

対応者：検査局長 

18：20～18：30   駐日中国大使との会談 

18：30～20：30    

中華人民共和国駐日本国大使館との友好交流会 

場所：中華人民共和国駐日本国大使館 

（港区元麻布3-4-33） 

宿泊 16,500 
 

滞在手当 500   

日当 3,300   

3月24日 

 
490 移動運賃 

羽田空港⇒長崎空港 

14：00～16：00 
46,100 航空機 

長崎空港 

⇒長崎駅前ﾀｰﾐﾅﾙ 

16：20～17：03 

900 高速バス 

日当 3,300   

旅費合計 117,680  

注   部分が、請求人が返還を求めている金額である。（計97,380円） 

 

⑹ 旅費の支出所管課について 

市長の平成30年3月23日から24日までの、中華人民共和国駐日本国大使館

との友好交流会出席及び公正取引委員会等への要請に係る旅費については、国

際課の支出負担行為決議書及び支出命令書に基づき、全額、国際課の予算から

支出されている。 
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２ 判断 

本件監査において認められた事実関係及びこれに基づく監査委員の判断は、次

のとおりである。 

 

⑴ 長崎県市長会の会長である長崎市長が行った公正取引委員会に対する要請を

違法として、その是正を求める請求について 

 

請求人は、長崎県市長会の会長である長崎市長が公正取引委員会に銀行の経

営統合を要請した行為は違法であるとして、その行為の是正を求めており、陳

述会において是正とは具体的には違法であることを承認することと述べている。

また、長崎市監査委員が平成27年4月7日に公表したＭＩＣＥ施設建設にかか

わる出張旅費の返還を求める住民監査請求で「財務会計上の行為と密接な関係

を有し、その前提もしくは原因となるような財務会計上の行為ではないものが

ある場合は、これも対象として判断する必要が生じる。」との判断が示されてお

り、この考えを踏襲すると、今回の旅費の支出の原因となる出張の違法性の判

断が必要な旨、述べている。 

しかし、住民監査請求は、普通地方公共団体の住民が当該団体の長・委員会・

委員又は職員について、違法・不当な財務会計上の行為（公金の支出、財産の

取得・管理・処分、契約の締結・履行、債務その他の義務の負担）又は違法・

不当に財務会計上の行為（公金の賦課・徴収、財産の管理）を怠る事実がある

と認めるとき、監査委員に対し、監査を求め、当該行為の防止、是正等又はこ

うむった損害を補填するために必要な措置を講ずべきことを請求できる制度で

ある。 

そこで、普通地方公共団体である長崎市に対する住民監査請求の対象となる

のは、上記のとおり、長崎市の長・委員会・委員又は職員の違法・不当な財務

会計上の行為又は違法・不当に財務会計上の行為を怠る事実に限られる。 

ところが、ＭＩＣＥ施設建設にかかわる出張旅費の返還を求める住民監査請

求と異なり、今回の行為は、法第263条の3の規定により設けられた連合組織

である全国市長会の長崎県における地方組織である長崎県市長会の会長として

長崎市長が行った行為であり、長崎市の長として行ったものではない。 

したがって、長崎市監査委員が長崎市と組織の異なる団体が行った行為の違

法性を判断する権限はないので、この請求は却下する。 
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⑵ 違法な活動のために支出された不当な公金の補填を求める請求について 

 

請求人は、長崎県市長会の会長である長崎市長が公正取引委員会に要請を行

った行為を違法として、当該出張に係る旅費の合計額 117,680円から、宿泊料

16,500円、滞在手当 500円及び 2日目の日当 3,300円を差し引いた 97,380円

を市の損害として市長にその返還を求めている。 

⑴に記載のとおり、長崎県市長会は長崎市とは別の組織であるが、長崎県市

長会会則第12条の規定により、当該組織に要する経費はそれぞれの市が負担す

ることになっており、長崎県市長会の用務のみで長崎市長が出張を行う場合は、

秘書課が旅費を支出することになる。 

しかし、今回の要請は、長崎市の用務である中華人民共和国駐日本国大使館

との友好交流会への出席のための出張日に併せて行っており、秘書課からの旅

費の支出はなく、国際課が全額を支出している。 

そこで、長崎市の財務会計上の行為である国際課の旅費の支出が不当なもの

であるか、その支出が市に損害を与えているかどうかについて検証した。その

結果、正当な出張命令書に基づき、一連の財務会計上の手続きである支出負担

行為や支出命令、精算報告などは適正に処理されており、金額面でも、旅費に

関する条例等に則り旅費が算出されており、過大に支出されている事実は認め

られなかった。よって、財務会計上の行為としての旅費の支出には不当性は認

められなかった 

また、請求人は市長に旅費の一部の返還を求めているが、法第204条第1項

で普通地方公共団体は、長及びその補助機関たる常勤の職員等に旅費を支払わ

なければならないとされており、市は中華人民共和国駐日本国大使館との友好

交流会への出席に要する旅費の全額117,680円を市長に支払う義務がある。 

したがって、旅費の支出に不当性は認められず、市に損害も生じていないた

め、往復の航空賃等の合計97,380円を返還する理由はない。 

 

３ 結論 

本件請求について監査した結果、長崎県市長会の会長である長崎市長が行った

公正取引委員会に対する要請を違法として、その是正を求める請求については却

下し、違法な活動のために支出された不当な公金の補填を求める請求については

請求人の主張には理由がないので棄却する。 



 




























